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各施設の築年数等の状況

○ 全国28箇所に点在した施設は、築50年以上が25％超（約10.8万㎡）、築40年以上が50％超（約24.1万㎡）である。 
○ 各施設の建築時期がほぼ同時期であるため、修繕・改修が必要となる老朽化が同時期に生じる。

当機構は、全国28箇所に点在し、このうち築50年以上の建物が25％超(約10.8万㎡)、築40年以

上が50％超(約24.1万㎡)である。 ［図１参照］

当機構は、交流の家と自然の家、オリンピックセンターに大別され、交流の家が設置され、次いで自然

の家が設置されたことに伴い、それぞれの類型ごとに築後年数に10年程度の差がある。

一方、オリセンは、H７年～H13年に建替えを実施し、築後約20年～30年となっている。

交流の家と自然の家の老朽化がオリセンに比べ進行している状況である。［図２参照］
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図２ 各類型別の建物の築年数構成

図１ 建物の築年数構成（機構全体）
（R6現在）
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各施設の築年数等の状況（施設別）
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課長

施設企画係 【建築担当（１名） 契約事務担当（１名）】
施設整備係 【電気担当（1名） 機械担当（1名）】

所長

次長

事業推進係
企画指導職
総務係
管理係 ・・・ 平均2名程度

インフラマネジメントに係る体制（現状）

○ 法人全体のインフラマネジメントは本部財務部施設管理課（5名）が担っている状況である。
○ 地方施設は管理職及び管理系職員（平均2名）が業務の一部としてカウンターパートを担っている。
○ 本部財務部施設管理課及び地方施設の管理係は大学からの人事交流者（出向者)が大半を占めている状況となっている。

理事長

理事

本部 地方施設

財務部施設管理課

管理系職員
地方施設の予算執行、契約業務の処理、施設の

維持管理などの業務に従事

※ 建築担当、電気担当、機械担当は、国立大学からの
 人事交流者で技術系職員を配置

内、専門的人材0名

オリセン

管理職２名
担当者２名

管理職1名
担当者4名

*オリセンのインフラマネジメントは、
本部にて担っている。

本部及び地方施設の役割分担
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修繕費が100万円以上となる場合は本部が執行し、100万円未満の場合は地方施設が執行する。



長寿命化に向けた修繕と大規模改修のライフサイクル
「改築中心から長寿命化への転換イメージ」（出典：学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書（H29.3 文部科学省）） ※一部加筆参考
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点検・修繕点検・修繕 点検・修繕 点検・修繕



限られた予算の範囲内で優先順位を設定し、対応が必要

地方施設におけるインフラ劣化の状況

建築

電気

機械

電気、機械と比して劣化度の
高いものが建築に多く見られる。

「早期に対応が必要」の箇所（D評価）
の修繕に必要な総額は約２3億円
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今後の対応方針



地方施設の運営費交付金による修繕費の実績

○ 近年は、新型コロナウイルス感染症（COVID-
 19）の影響もあり、法人全体で赤字となっており、
修繕費は概ね１億～２億円となっている。

○ 修繕費のうち、設備の修繕に占める割合が高く
 なっているが、設備は耐用年数が短く、施設利用
の可否や、利便性に直結するため、設備の修繕を
優先したことによる。

機構の財務状況に鑑み、インフラ劣化度調査におけるD評価の修繕費を自己収入で賄う場合、施設利用料収入の増収策を講じることが必要

運営費交付金による修繕費（地方施設）
（H26～R5）

（単位：百万円）（単位：百万円）
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修繕費の確保方策について

修繕費の状況について



地方施設における修繕費の確保（施設使用料による財源確保のシミュレーション）①

23億円（ 「劣化度調査D評価」の修繕費総額） ÷ 3年 ÷ 71万人（R6の宿泊者数） ＝ 約1,100円/人泊

利用者区分 現行料金 値上げ分

幼児 300円/人泊

+１,１００円/人泊

小学生～高校生 600円/人泊

大学生 1,200円/人泊

大人 2,500円/人泊

○ 施設利用料の増収は、利用者の増と料金単価の増が必要となる。

○ 地方施設の利用者は、新型コロナを契機として大幅に減少し、近年は利用者が戻りつつあるが、コロナ前と比較して概ね６割程度に留まっ
 ており、R5とR6（見込み）を比較するとこの１年で概ね１割程度の利用者減となっている。今回の試算に当たっては、直近の実績値である
 R6の宿泊者数（71万人）を使用する。

○ 劣化度調査におけるD評価の修繕費の総額は約23億円であり、これを３年間で実施すると仮定し、全額を地方施設の施設使用料で賄う
場合、1泊当たりの施設使用料の値上げ額は、約１,1００円となる。（あくまでも単純な試算であり、利用者区分ごとに料金が異なるため、
実際に値上げを行う場合は、利用者区分ごとの値上げ額に差を設けることが考えられる。）

○ 現行料金のうち、小学生～高校生の区分は６００円なので、上記のシミュレーションによる値上げ額に基づき単純計算すると現行の約３倍
の料金となるが、利用者の費用負担が過大ではないかと考えられる。従って、何らかの対策が必要となる。

【参考】地方施設における現行施設使用料（宿泊）及び値上げ分試算額
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修繕費を確保するための料金値上げ額の算定式

利用者の費用負担が過大と考えられ、何らかの対策が必要ではないか。

以上の値上げ額について



地方施設における修繕費の確保（施設使用料による財源確保のシミュレーション）②

23億円（ 「劣化度調査D評価」の修繕費総額） × 0.7（宿泊定員の見直し▲30％） ÷ 3年 ÷ 71万人（R6の宿泊者数） ＝ 約760円/人泊

○ 地方施設の稼働率（資料編4ｐ参照）を考慮すると現在の宿泊定員は過大となっており、施設の効率的な活用の観点から、機構において地方
 施設における宿泊定員の見直し （資料編20ｐ参照）を実施することとしている。

○ 宿泊定員の見直しに連動して建物の利用箇所も見直す場合、修繕費は見直しの割合に比例して縮減する
 ことが可能となる。（あくまでも単純計算で、実際には建物の棟数や部屋数、各部屋の定員を考慮することが必要となる。）

○ 地方施設の稼働率の状況を見ると最も高い施設で約７割であり、これを基に全施設で３０％の宿泊定員の見直しを実施する場合の修繕費は
 約16億円となる。これを基に施設使用料の値上げ額を試算すると約７６０円となる。

○ 修繕費を確保する上で、施設の利用料金を改定することが必要と
考えるが、以上のシミュレーションは、単純に施設使用料の値上げのみ
を試算したものであり、機構として利用者増の取組を進めるとともに、
施設の効率的な運営などを通じた支出削減の徹底を図ることとしたい。

○ なお、機構の財務状況を鑑み、今後の運営費交付金の削減（効率化
係数による減）や人事院勧告の実施による人件費の上昇も考慮して収
支を安定させることが必要。

区分 現行料金 値上げ分

幼児 300円/人泊

+760円/人泊

小学生～高校生 600円/人泊

大学生 1,200円/人泊

大人 2,500円/人泊

【参考】地方施設における現行施設使用料（宿泊）及び値上げ分試算額
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宿泊定員の見直しを考慮して修繕費を確保するための料金値上げ額の算定式

修繕費確保に対する基本的な考え方



地方施設における大規模改修費の確保方策

・国立大学法人における取扱いを参考として、機構において30年間のインフラ長寿命化計画（資料編16ｐ参照）を策定。
・計画の実施に要する経費は総額約780億円で、直近10年では約３００億円（単年約３０億円）であり、仮に宿泊定員の見直しを踏まえて
 経費を30％削減する場合でも、単年約２1億円が必要。

 建物の長寿命化を図る上で、破損箇所の修繕だけでなく、一定の期間ごとに予防保全としての大規模改修を実施することが必要だが、
築後50年を経過している建物であっても、大規模改修は実施できていない。

機構における主な建物の築年数

未実施

参考

10

機構における大規模改修の実施状況について

青少年機構における「インフラ長寿命化計画」（令和2年度策定）について


	スライド 0
	スライド 1
	スライド 2
	スライド 3
	スライド 4
	スライド 5
	スライド 6
	スライド 7
	スライド 8
	スライド 9
	スライド 10

